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成⻑機会環境制約・リスク資源制約・リスク
（経済の⾃律性）
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成⻑志向型の資源⾃律経済の確⽴に向けた問題意識

【資源枯渇、調達リスク増⼤】

１．世界のマテリアル需要増⼤
→ 多くのマテリアルが将来は枯渇
※特に、⾦、銀、銅、鉛、錫などは、2050年ま
での累積需要が埋蔵量を2倍超

→ 再⽣プラスチックの利⽤促進による再
⽣プラスチックの奪い合い

２．供給が⼀部の国に集中して
いるマテリアルあり

→ 資源国の政策による供給途絶
リスク

※ニッケル、マンガン、コバルト、クロムなど集中
度が特に⾼いマテリアルあり

※中国によるレアアース輸出制限、インドネシア
（最⼤⽣産国）によるニッケル輸出禁⽌

３．⽇本は先進国の中でも⾃給
率が低い

→ 調達リスク増⼤の懸念

【廃棄物処理の困難性】

４．廃棄物処理の困難性増⼤
① 廃棄物の越境制限をする国が増加、国

際条約も厳格化の動き（バーゼル条
約）

② ⼀⽅、⽇本国内では廃棄物の最終処
分場に制約

【CN実現への対応の必要性】
５．CN実現には原材料産業によ
るCO2排出の削減が不可⽋

※循環資源（再⽣材・再⽣可能資源(⽊材・
⽊質資源を含むバイオ由来資源)等）活
⽤により、物質によるが、2〜9割のCO2排
出削減効果

※⻑期利⽤やサービス化により更なる削減が
可能

【経済活動への影響】

６．資源⾃律経済への対応が遅
れると多⼤な経済損失の可能性

① マテリアル輸⼊の増⼤、価格⾼騰による
国富流出、国内物価上昇のリスク増
⼤

② CE性を担保しない製品は世界市場か
ら排除される可能性

③ 静脈産業は⼤成⻑産業になる⾒込み
→ サーキュラーエコノミーの市場が

今後⼤幅に拡⼤していく⾒込み
※⽇本国内では2020年50兆円から、2030
年80兆円、2050年120兆円の市場規模
を⾒込む

→ 対応が遅れれば、成⻑機会を
失うだけでなく、廃棄物処理の
海外依存の可能性



 各主体の個別の取組だけでは、経済合理性を確保できず、サーキュラーエコノミーの実現にも繋がらないことから、ライフサイクル全体で
の関係主体の連携による取組の拡張が必須。

 そのため、サーキュラーエコノミーに野⼼的・先駆的に取り組む、国、⾃治体、⼤学、企業・業界団体、関係機関・関係団体等の関
係主体における有機的な連携を促進することにより、サーキュラーエコノミーの実現に必要となる施策についての検討を実施。

産官学の連携（サーキュラーパートナーズ（CPs））

会員数︓631者
企業 ︓511社

業界団体 ︓31団体 ⾃治体

⼤学・研究機関 関係機関・関係団体

︓25⾃治体

︓24機関 ︓40機関

（⼤企業︓199社、中⼩企業︓312社（うち、⼩規模企業︓83社））

ビジョン・ロードマップ
検討WG

地域循環モデル
構築WG

今後の⽇本のサーキュラーエコノミーに関する⽅向性を定めるため、2030年、2050年を⾒据えた⽇本全体のサーキュラーエコノ
ミーの実現に向けたビジョンや中⻑期ロードマップの策定を⽬指す。また、各製品・各素材別のビジョンや中⻑期ロードマップの策定
も⽬指す。

循環に必要となる製品・素材の情報や循環実態の可視化を進めるため、2025年を⽬途に、データの流通を促す「サーキュラーエ
コノミー情報流通プラットフォーム」を⽴ち上げることを⽬指す。

⾃治体におけるサーキュラーエコノミーの取組を加速し、サーキュラーエコノミーの社会実装を推進するため、地域の経済圏の特徴
に応じた「地域循環モデル（循環経済産業の⽴地や広域的な資源の循環ネットワークの構築等）」を⽬指す。

その他
（新規検討テーマ等）

動静脈連携、ビジネスモデル、標準化、価値化、技術、新産業・新ビジネス創出等についても順次検討を実施し、産官学連携
によるサーキュラーエコノミーの実現を⽬指す。

CE情報流通
プラットフォーム構築WG

（２⽉27⽇時点）

https://www.cps.go.jp/

公式サイト
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規制・⽀援⼀体型促進策の政府⽀援イメージ
 各分野が持つ事業リスクや事業環境に応じて、適切な規制・⽀援を⼀体的に措置することで、⺠間企業の投資を
引き出し、150兆円超の官⺠投資を⽬指す。

 世界規模のGX投資競争が展開される中、我が国は、諸外国における投資⽀援の動向やこれまでの⽀援の実績な
ども踏まえつつ、必要⼗分な規模・期間の政府⽀援を⾏う。20兆円規模の⽀援については、今後具体的な事業内
容の進捗などを踏まえて必要な⾒直しを⾏う。

今後10年間の官⺠投資額全体
150兆円超

約60兆円〜

資源循環産業
バイオものづくり
CCS

等

約80兆円〜

製造業の省エネ・燃料転換
（例.鉄鋼・化学・セメント・紙・⾃動⾞）

脱炭素⽬的のデジタル投資
蓄電池産業の確⽴
船舶・航空機産業の構造転換
次世代⾃動⾞
住宅・建築物 等

約10兆円〜

再⽣可能エネルギーの⼤量導
⼊
原⼦⼒（⾰新炉等の研究開発）

⽔素・アンモニア

等

今後10年間の政府⽀援額 イメージ
約20兆円規模

約6~8兆円

約9〜12兆円

約2~4兆円

⾮化⽯エネルギー
の推進

需給⼀体での
産業構造転換・
抜本的な省エネ

の推進

資源循環・
炭素固定技術

など

イメージ
⽔素・アンモニアの需要拡⼤⽀援

新技術の研究開発
など

イメージ
製造業の構造改⾰・収益性向上
を実現する省エネ・原/燃料転換
抜本的な省エネを実現する
全国規模の国内需要対策
新技術の研究開発

など

イメージ
新技術の研究開発・社会実装

など

規制等と
⼀体的に
引き出す
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再⽣材利⽤拡⼤、環境配慮設計の可視化・価値化等のための制度的枠組み構築

• 再⽣材の利⽤義務を課す製品を特定し、当該製品の製造事業者等に対して、
再⽣材の利⽤に関する計画の作成及び定期の報告を義務付ける

• 取組が著しく不⼗分であるときは、勧告・命令の対象とし、命令に違反し
た場合には罰則の対象とする

• ライフサイクル全体の環境負荷低減を考慮した特に優れた製品設計（易解
体設計、⻑寿命化）の認定制度を創設する

• 認定製品はその旨の表⽰を⾏うことができるほか、当該製品のリサイクル
を⾏うための設備投資への⾦融⽀援など、認定事業者に対する特例措置を
講ずる

再⽣材利⽤の拡⼤

環境配慮設計の促進

• 現⾏制度では、メーカーの再⽣材利⽤は⼀部を除き努⼒義務
• かつ、再⽣材利⽤をモニタリングする仕組みが存在せず、再
⽣材利⽤の改善を促すことが困難

• 現⾏制度では、リサイクルしやすい製品設計をすべき製品を
指定、最低限守るべき基準は存在

• 他⽅、製品設計の特に優れた製品が評価され、定常的に全体
のレベルを底上げする仕掛けなし

課題 措置事項

再資源化の促進

• 現⾏制度では、⼩型電池など⼀定の製品にメーカー等の回収・
再資源化を義務付けているが、回収スキームが⼗分に構築され
ておらず、回収率が低い

• かつ、回収・再資源化の実施状況をモニタリングする仕組みが
存在しない

課題 措置事項
• ⾼い回収⽬標等を掲げて認定を受けたメーカー等に対し廃棄物処理法の特
例（適正処理の遵守を前提として業許可不要）を講じ、回収･再資源化の
インセンティブを付与する

• これにより回収の実施状況をモニタリングし、必要があれば担保措置（勧
告・命令など）で回収率の改善を促すことが可能になる

• CEコマース事業者の類型を新たに位置づけ、資源の有効活⽤や消費者の
安全といった観点から満たすべきCEコマースビジネスの基準を設定する

CEコマースの促進

• 現⾏制度では、CEコマースへの消費者の安全・安⼼⾯の懸念
を払拭し、CEコマースビジネスを健全に育成する適切な規律
が存在しない

課題 措置事項

課題 措置事項
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